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平成１６年度の印西市普通会計決算の財務諸表について 
 
Ⅰ はじめに 
 
地方公共団体は、自らの財政状況を住民にわかりやすく説明し、理解を得る責務があ

り、これまで地方公共団体の財政状況の分析については、様々な手法が用いられてきて

います。 
従来から、地方公共団体の財政状況を示す指標として、経常収支比率、公債費比率等

が用いられていますが、これらの財政指標は地方分権の時代を迎えたことや、近年の長

引く不況の下、国・地方を問わず厳しい財政状況が続き、地方債等の長期債務の増大を

考慮した場合、より役に立つ財政指標が求められてきていると考えます。 
こうした中、現行の財務会計制度では資産や負債のストック状況が分かりにくいとの

問題点が指摘されるようになり、その為これらの不備を補完する資料として、貸借対照

表（バランスシート）などの企業会計的手法の活用が注目されるようになりました。 
このような現状をうけ、本市においても「地方公共団体の総合的な財政分析に関する

調査会」の示した｢バランスシートの作成基準（平成１２年３月）｣、｢行政コスト計算

書の作成基準（平成１３年３月）｣に基づきバランスシート及び行政コスト計算書を作

成しました。 
 
 
Ⅱ 貸借対照表（バランスシート） 
 
１ 作成方法 
（１）対象となる会計 

 普通会計（一般会計）を対象。 
 （２）基礎数値 
    昭和４４年度以降の決算統計データを使用。 
 （３）基準日 
    平成１７年３月３１日とし、出納整理期間（４月１日～５月３１日）における 

出納については、バランスシート作成の基準日までに終了したものとして処理。 
 （４）取得原価主義 
    資産の評価については、決算統計データを用いることから取得原価主義を採用。 
 （５）減価償却の方法 
    土地を除く有形固定資産を普通建設事業費の各区分ごとに、定額法により実施。 
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２ 貸借対照表の内容 
（１）資 産 

ア 有形固定資産 
昭和４４年度以降の決算統計による普通建設事業費の累計額をもとに、主 
な目的別（款別）に計上。 
土地以外の資産については、次の耐用年数表により定額法で減価償却をし 

ています。 
 

有形固定資産耐用年数表 
区分 耐用年数 区分 耐用年数 
１ 総務費  （３）河川 ５０ 
（１）庁舎等 ５０ （４）都市計画  
（２）その他 ２５   ア 街路 １５ 
２ 民生費    イ 都市下水路 ２０ 
（１）保育所 ３０   ウ 区画整理 ４０ 
（２）その他 ２５   エ 公園 ４０ 
３ 衛生費 ２５   オ その他 ２５ 
４ 農林水産業費  （５） 住宅 ４０ 
（１）農業農村整備 ２０ （６） その他 ２５ 
（２）その他 ２５ ７ 消防費  
５ 商工費 ２５ （１）庁 舎 ５０ 
６ 土木費  （２）その他 １０ 
（１）道路 １５ ８ 教育費 ５０ 
（２）橋りょう ６０ ９ その他 ２５ 

 
イ 投資等 
  「投資及び出資金」、「貸付金」及び「基金」について、年度末残高を計上。 
ウ 流動資産 

      「財政調整基金」については年度末残高を、「歳計現金」については形式

収支（歳入歳出差引額）を、「未収金」については歳入歳出決算書の「地方

税」及び「その他」の収入未済額を計上。 
（２）負 債 

    ア 固定負債 
 「地方債」については、翌年度に予定されている元金償還額（利子は含み 
ません）を控除した額を固定負債として計上。 

      「債務負担行為」については、五省協定等の手法により整備した資産で、

債務負担行為による債務が残っているが既に物件の引渡しを受けたものに

ついて計上。 
      「退職給与引当金」については、年度末に職員全員が普通退職した場合の
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退職手当の見込額を計上。 
    イ 流動負債 
       ｢翌年度償還予定額｣については、地方債の年度末残高のうち翌年度に 
     予定されている元金償還額を計上。 

「翌年度繰上充用金」を計上。 
（３）正味資産 

資産と負債の差額を、財源により「国庫支出金」、「県支出金」及び「一般財源

等」に分類して計上。 
 
３ 平成１６年度の貸借対照表の概要 

 （１）総 括 
    昭和４４年度から本年度までに形成された本市の総資産額は９６８億５，９

３１万１千円であり、これに対し負債総額は３５７億２，４５３万５千円（資

産総額の３６．９％）、正味資産が６１１億３，４７７万６千円（資産総額の

６３．１％）となっています。 
市民一人当たりにすると、資産が１５９万１千円、負債が５８万７千円で、

正味資産は１００万４千円となります。 
 （２）資産の部 

① 建物や土地などの有形固定資産は、８７３億７，９６０万７千円（資産総

額の９０．２％）となっています。 
行政目的別では教育費５０１億２，５３０万５千円（有形固定資産の５７．

４％）と土木費２６１億７，５７４万３千円（有形固定資産の３０．０％）

で有形固定資産総額の約９割になります。 
また、有形固定資産のうち土地の額は２９１億３，７４０万８千円で有形

固定資産に占める割合は３３．３％になっています。 
② 出資金、貸付金、基金など投資等は、４６億４，５７２万３千円（資産総

額の４．８％）となります。 
③ 現金、財政調整基金、減債基金及び未収金などの流動資産は４８億３，３

９８万１千円（資産総額の５．０％）になっています。 
（３）負債の部 

① 地方債の未償還残高（翌年度償還予定額を除く）が１８６億１，４６２万

４千円（負債総額の５２．１％）あります。 
② 債務負担行為が１３１億５，４７９万８千円（負債総額の３６．８％）あ

ります。 
③ ２２億１，０７８万５千円（負債総額の６．２％）を退職給与引当金とし

て計上しています。 
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④ 翌年度償還予定額が１７億４，４３２万８千円（負債総額の４．９％）あ

ります。 
 （４）正味資産の部 
     既に負担され、今後返済する必要のない財源で、国庫支出金、県支出金につ

いては対応する資産に応じ減価償却をしています。 
国庫支出金が１４４億１，１８３万６千円（正味資産額の２３．６％）、県

支出金が６億９，６９８万５千円（正味資産額の１．１％）となり、一般財源

等は４６０億２，５９５万５千円（正味資産額の７５．３％）となっています。 
 

Ⅲ 行政コスト計算書 
 
１ 作成方法 
（１）対象となる会計 

普通会計を対象。 
 （２）計上コストの範囲 

企業会計における発生主義に基づき減価償却費や退職給与引当金等の非現金

支出も加えた本年度の住民に提供した行政サービスに要した全てのコストを計

上。 
 （３）行政コストの分類 

人件費、物件費、扶助費、普通建設事業費などの性質別経費を、民生費、土

木費、教育費等の目的別経費に分類。 
    人に係るコスト    人件費、退職給与引当金繰入等 
    物に係るコスト    物件費、維持補修費、減価償却費 
    移転支出的なコスト  扶助費、補助費等，繰出金、普通建設事業中 

他団体への補助金等 
    その他のコスト    災害復旧費、失業対策費、公債費（利子分）、 

債務負担行為繰入、不納欠損額 
（４）収入項目 
    使用料・手数料欄は、貸借対照表上で経理されない「分担金及び負担金」、「使

用料」、「手数料」、「財産収入」、「寄附金」、「繰入金」、「諸収入」について、現年

調定額を計上。 
 国庫（県）支出金は資産形成に資する支出金以外の支出金を計上。 
一般財源については「地方税」、「地方譲与税」、「利子割交付金」、「配当割交付

金」、「株式等譲渡所得割交付金」、「地方消費税交付金」、「ゴルフ場利用税交付

金」、「特別地方消費税交付金」、「自動車取得税交付金」、「地方特例交付金」、

「地方交付税」、「交通安全対策特別交付金」の現年調定額を計上。 
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２ 平成１６年度の行政コスト計算書の概要 
 （１）行政コスト 

本年度の行政コストは１７２億３，０８９万５千円で、「人に係るコスト」が

３７億５，４３６万１千円（行政コストの２１．８％）、「物に係るコスト」が

７３億３，５６７万９千円（行政コストの４２．６％）、「移転支出的なコスト」

が５２億７，５８６万４千円（行政コストの３０．６％）、「その他のコスト」

は８億６，４９９万１千円（行政コストの５．０％）となっています。  
不納欠損額等の欄は市税及び分担金・負担金未収分の不納欠損の合計３，８

８６万１千円です。 
 （２）収入項目 
    正味資産国庫（県）支出金償却額は、国庫（県）支出金を財源として形成した

固定資産の減価償却費に対応し償却するもので、国庫支出金償却額は４億２，８

３８万５千円、県支出金償却額が５，０５３万円で合わせて４億７，８９１万５

千円になります。 
（３）差引一般財源等増減額は、収入が１７３億９，２６３万円に対し支出が１７２

億３，０８９万５千円で差引１億６，１７３万５千円の増加となっています。 
 

Ⅳ （参 考）キャッシュ・フロー計算書 
 
 １ 作成方法 
  （１）対象となる会計 
     普通会計を対象。 
  （２）活動区分 
     ｢行政活動｣、｢投資活動｣、｢財務活動｣。 
     キャッシュ・フローとは、資金の増加又は減少を意味し一会計年度における 

そのキャッシュ・フローの状況を表示するものをキャッシュ・フロー計算書と 
いいます。 
 ア ｢行政活動｣によるキャッシュ・フロー 
   税収、使用料・手数料等の収入、交付金等の収受、人件費、建物等の維

持管理支出等。 
 イ ｢投資活動｣によるキャッシュ・フロー 
   固定資産の取得及び売却、固定資産の取得財源としての国庫支出金収入 
  出資・貸付による収支、基金の積立、取崩し等。 
 ウ ｢財務活動｣によるキャッシュ・フロー 
   地方債の発行・償還による収入・支出。 
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